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表 紙 ドライバーさんが「ほっと」
ひと息つける休憩場特集。
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道の駅
「輪島ふらっと訪夢」
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1

道の駅 「輪島ふらっと訪夢」
【所 在 地】	 �〒928-0001 
	 石川県輪島市河井町20-1-131
【営業時間】	 8時00分〜18時00分
	 （ただしゴールデンウィーク及び7月～9月は19時まで）
	 軽食施設：10時55分〜20時55分
【休 業 日】	 年中無休
【駐 車 場】	 �普通車12台　大型車8台　障がい者用２台
【問い合わせ】	 0768-22-1503

今月のSPOT　道の駅 輪島

電車好きには
たまらない道の駅

道の駅「輪島」は、のと鉄道の終着駅であっ
た輪島駅の駅舎を再利用した道の駅であり、
愛称はプラットホームとかけた「ふらっと訪
夢（ふらっとほうむ）」です。
道の駅内には輪島駅の線路とホームが一部
再現されており、そのなかでも駅名標は輪島
駅が現役のころより存在していたもので、人
気の記念撮影スポットとなっています。

併設されている輪島観光案内センターでは
観光案内はもちろんのこと、レンタサイクル
を借りることもできます。また、地元特産品
の販売所では、輪島塗や海産物などといった
輪島特産品も多数販売されており充実した品
ぞろえになっていますよ。
輪島へ訪れた際にはぜひ立ち寄りたいス
ポットです。

販売所のようす

輪島塗の漆器

輪島駅の駅名標
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大規模テロ想定、国民保護訓練に初参加
～石川県国民保護共同図上訓練～
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【解説】
残業時間の上限
■�原則として月45時間・年360時間とし、臨時的な特別の事情がなければこれを超えることはで
きません。

　※月45時間は、1⽇当たり2時間程度の残業に相当します。
■�臨時的な特別の事情があって労使が合意する場合でも、・年720時間以内・複数月平均80時間以
内（休日労働を含む）・月100時間未満（休日労働を含む）を超えることはできません。

※月80時間は、1⽇当たり4時間程度の残業に相当します。
　また、原則である月45時間を超えることができるのは年間6か⽉までです。

⾃動⾞運転の業務は、2024年4月から上限規制を適⽤。
（適⽤後の上限時間は、年960時間とし、将来的な一般則の適用については引き続き検討）

主な施行内容

（現在）
月60時間超の残業割増賃⾦率
大企業は50％
中小企業は25％

特集「働き方改革」 2019年4月から順次施行

（改正後）
月60時間超の残業割増賃⾦率
大企業、中小企業ともに50％
※中⼩企業の割増賃⾦率を引上げ

③�月60時間を超える残業は、割増賃⾦率�
を引上げます（25%→50%）

2023年4月1日

①�１⼈１年あたり5⽇間の年次有給休暇�
の取得を企業に義務づけます

2019年4月1日

P3参照

②�残業時間の上限を規制します
自動車運転者2024年4月1日中小企業2020年4月1日

P5参照

ポイント

ISHIKAWA TRUCKING ASSOCIATION
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年５日の時季指定義務

対象者

２．年５日の年次有給休暇の確実な取得（ 年４月～）

年次有給休暇が 日以上付与される労働者が対象です。

使用者は、労働者ごとに、年次有給休暇を付与した日（基準日）から１年以内
に５日について、取得時季を指定して年次有給休暇を取得させなければなりま
せん。

● 法定の年次有給休暇付与日数が 日以上の労働者に限ります。
● 対象労働者には管理監督者や有期雇用労働者も含まれます。

（年次有給休暇の発生要件については ３をご参照ください。）

年５日の年休を労働者に取得させることが使用者
の義務となります。
（対象：年休が 日以上付与される労働者）

年４月から

年休の取得日数について
使用者に義務なし

年３月まで

-5- 

入社

日付与（基準日）

～ までの１年
間に５日年休を取得させなければな
りません。

（例）入社日： 休暇付与日： （ 日付与）

時季指定の方法

使用者は、時季指定に当たっては、労働者の意見を聴取しなければなりません。
また、できる限り労働者の希望に沿った取得時季になるよう、聴取した意見を
尊重するよう努めなければなりません。
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-6- 

時季指定を要しない場合

（※）労働者が自ら請求・取得した年次有給休暇の日数や、労使協定で計画的に取得日を定めて与
えた年次有給休暇の日数（計画年休）については、その日数分を時季指定義務が課される年
５日から控除する必要があります。

既に５日以上の年次有給休暇を請求・取得している労働者に対しては、使用者
による時季指定をする必要はなく、また、することもできません。

つまり、
・「使用者による時季指定」、「労働者自らの請求・取得」、「計画年休」のいずれかの
方法で労働者に年５日以上の年次有給休暇を取得させれば足りる

・これらいずれかの方法で取得させた年次有給休暇の合計が５日に達した時点で、使用者
からの時季指定をする必要はなく、また、することもできない

ということです。

年次有給休暇管理簿

使用者は、労働者ごとに年次有給休暇管理簿を作成し、３年間保存しなければ
なりません。

時季、日数及び基準日を労働者ごとに明らかにした書類（年次有給休暇管理簿）を作成し、当該年休
を与えた期間中及び当該期間の満了後３年間保存しなければなりません。
（年次有給休暇管理簿は労働者名簿または賃金台帳とあわせて調製することができます。また、必要
なときにいつでも出力できる仕組みとした上で、システム上で管理することも差し支えありませ
ん。）

１．使用者が労働者に取得時季の意見を聴取
（面談や年次有給休暇取得計画表、メール、システムを利用した意見聴取等、任意の方法による）

２．労働者の意見を尊重し、使用者が取得時季を指定

時季指定のイメージ
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特集「働き方改革」 年5日の年次有給休暇の確実な取得

2019年4月1日から
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詳しくは、厚生労働省のホームページをご覧ください。
https://www.mhlw.go.jp/content/000463186.pdf
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１項～４項（略）（※）厚生労働省 で公開しているモデル就業規則をご参照ください。

５ 第１項又は第２項の年次有給休暇が 日以上与えられた労働者に対しては、第３項の規定にかか
わらず、付与日から１年以内に、当該労働者の有する年次有給休暇日数のうち５日について、会社
が労働者の意見を聴取し、その意見を尊重した上で、あらかじめ時季を指定して取得させる。ただ
し、労働者が第３項又は第４項の規定による年次有給休暇を取得した場合においては、当該取得し
た日数分を５日から控除するものとする。
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就業規則への規定

休暇に関する事項は就業規則の絶対的必要記載事項（労働基準法第 条）であ
るため、使用者による年次有給休暇の時季指定を実施する場合は、時季指定の
対象となる労働者の範囲及び時季指定の方法等について、就業規則に記載しな
ければなりません。

罰則

（※）罰則による違反は、対象となる労働者１人につき１罪として取り扱われますが、労働基準監督署
の監督指導においては、原則としてその是正に向けて丁寧に指導し、改善を図っていただくこと
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例）労働者名簿または賃金台帳に以下のような必要事項を盛り込んだ表を追加する。
（補足）基準日が２つ存在する場合（ 参照）には、基準日を２つ記載

する必要があります。
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・ に違反した場合には罰則が科されることがあります。
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う。
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協定届の作成、届出

Ⅳ．（参考）

協定を届出していただくに当たっては、法律に定める要件を満たしていなければ受理する
ことができません。協定した内容が法律の要件を満たしているか確認していただくために、
オンラインで 協定届の作成ができるツール（※）を用意しています。また、 協定の届出
は電子申請で届出することも可能です。

■ 協定届等作成支援ツール
労働基準監督署に届出が可能な書面を作成することができます。

■ 協定届の電子申請
協定届や就業規則の届出など、労働基準法に係る届出等は、電子政府の総合窓口「
（イーガブ）」より、電子申請が利用可能です。電子申請を利用した場合、労働基準監

督署の窓口にお越しいただく必要はありません。
労働基準法等の手続の電子申請については、厚生労働省のホームページにマニュアルや解説などを掲載し
ています。

労基法等 電子 検索 

【電子申請のマニュアル等を見るには】
「ホーム」 「政策について」 「分野別の
政策一覧」 「雇用・労働」 「労働基
準」 「事業主の方へ」 「労働基準法等
の規定に基づく届出等の電子申請について」

電子申請に関連する通達等も掲載していま
すので、ご参照下さい。

スタートアップ労働条件 検索 スマートフォン
タブレットでも

協定届と 協定は別のものですので、届出は電子申請等を利用した場合でも、 協定には過
半数労働組合または過半数代表者の署名・押印が必要です。！

※36協定届の新しい様式での作成に対
応したツールは、現在、準備中です。
（ 年２月公開予定）

厚生労働省

時間外労働の上限規制導入に伴い、36協定書で定める必要がある事項が変わり、新しい届出様式となりました。

新様式は、石川県トラック協会のホームページからもダウンロード出来ます。
http://www.ishitokyo.or.jp/yoshiki.php

HOME〉様式集

臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合の事由については、できる限り
具体的に定めなければなりません。「業務の都合上必要な場合」「業務上やむを得な
い場合」など、恒常的な長時間労働を招くおそれがあるものは認められません。

「１日」「１か月」「１年」について、時間外労働の限度を定めてくだ
さい。

 従来の 協定では、延長することができる期間は、「１日」「１日を超えて３か月以内
の期間」「１年」とされていましたが、今回の改正で、「１か月」「１年」の時間外労働
に上限が設けられたことから、上限規制の適用後は、「１日」「１か月」「１年」のそれ
ぞれの時間外労働の限度を定める必要があります。

協定期間の「起算日」を定める必要があります。

 １年の上限について算定するために、協定期間の「起算日」を定める必要があります。

協定の締結に当たって注意すべきポイント

時間外労働と休日労働の合計について、月 時間未満、２～６か月平
均 時間以内にすることを協定する必要があります。

 協定では「１日」「１か月」「１年」の時間外労働の上限時間を定めます。しかし、
今回の法改正では、この上限時間内で労働させた場合であっても、実際の時間外労働と休
日労働の合計が、月 時間以上または２～６か月平均 時間超となった場合には、法違
反となります。

 このため、時間外労働と休日労働の合計を月 時間未満、２～６か月平均 時間以内と
することを、協定する必要があります。 協定届の新しい様式では、この点について労
使で合意したことを確認するためのチェックボックスが設けられています。

限度時間を超えて労働させることができるのは、「臨時的な特別の事情
がある場合」に限ります。

 限度時間（月 時間・年 時間）を超える時間外労働を行わせることができるのは、通
常予見することのできない業務量の大幅な増加など、臨時的な特別の事情がある場合に限
ります。

（臨時的に必要がある場合の例）
・予算、決算業務 ・ボーナス商戦に伴う業務の繁忙 ・納期のひっ迫
・大規模なクレームへの対応 ・機械のトラブルへの対応

！

ここも注目 過半数代表者の選任
 協定の締結を行う労働者の代表は、労働者（パートやアルバイト等も含む）の過半数
で組織する労働組合がない場合には、労働者の過半数を代表する者（過半数代表者）が行
う必要があります。

 過半数代表者の選任に当たっては、以下の点に留意する必要があります。
 管理監督者でないこと
 協定締結をする者を選出することを明らかにした上で、投票、挙手等の方法で選出
すること

 使用者の意向に基づいて選出された者でないこと（※）
（※会社による指名や、社員親睦会の代表が自動的に選出されること等は不適切な選出となります。）

 さらに、使用者は過半数代表者が協定締結に関する事務を円滑に遂行することができるよ
う、必要な配慮（※）を行わなければなりません。
（※事務機器（イントラネットや社内メールも含む）や事務スペースの提供等）
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 さらに、使用者は過半数代表者が協定締結に関する事務を円滑に遂行することができるよ
う、必要な配慮（※）を行わなければなりません。
（※事務機器（イントラネットや社内メールも含む）や事務スペースの提供等）

臨時的に限度時間を超えて労働させる必要がある場合の事由については、できる限り
具体的に定めなければなりません。「業務の都合上必要な場合」「業務上やむを得な
い場合」など、恒常的な長時間労働を招くおそれがあるものは認められません。

「１日」「１か月」「１年」について、時間外労働の限度を定めてくだ
さい。

 従来の 協定では、延長することができる期間は、「１日」「１日を超えて３か月以内
の期間」「１年」とされていましたが、今回の改正で、「１か月」「１年」の時間外労働
に上限が設けられたことから、上限規制の適用後は、「１日」「１か月」「１年」のそれ
ぞれの時間外労働の限度を定める必要があります。

協定期間の「起算日」を定める必要があります。

 １年の上限について算定するために、協定期間の「起算日」を定める必要があります。

協定の締結に当たって注意すべきポイント

時間外労働と休日労働の合計について、月 時間未満、２～６か月平
均 時間以内にすることを協定する必要があります。

 協定では「１日」「１か月」「１年」の時間外労働の上限時間を定めます。しかし、
今回の法改正では、この上限時間内で労働させた場合であっても、実際の時間外労働と休
日労働の合計が、月 時間以上または２～６か月平均 時間超となった場合には、法違
反となります。

 このため、時間外労働と休日労働の合計を月 時間未満、２～６か月平均 時間以内と
することを、協定する必要があります。 協定届の新しい様式では、この点について労
使で合意したことを確認するためのチェックボックスが設けられています。

限度時間を超えて労働させることができるのは、「臨時的な特別の事情
がある場合」に限ります。

 限度時間（月 時間・年 時間）を超える時間外労働を行わせることができるのは、通
常予見することのできない業務量の大幅な増加など、臨時的な特別の事情がある場合に限
ります。

（臨時的に必要がある場合の例）
・予算、決算業務 ・ボーナス商戦に伴う業務の繁忙 ・納期のひっ迫
・大規模なクレームへの対応 ・機械のトラブルへの対応

！

ここも注目 過半数代表者の選任
 協定の締結を行う労働者の代表は、労働者（パートやアルバイト等も含む）の過半数
で組織する労働組合がない場合には、労働者の過半数を代表する者（過半数代表者）が行
う必要があります。

 過半数代表者の選任に当たっては、以下の点に留意する必要があります。
 管理監督者でないこと
 協定締結をする者を選出することを明らかにした上で、投票、挙手等の方法で選出
すること

 使用者の意向に基づいて選出された者でないこと（※）
（※会社による指名や、社員親睦会の代表が自動的に選出されること等は不適切な選出となります。）

 さらに、使用者は過半数代表者が協定締結に関する事務を円滑に遂行することができるよ
う、必要な配慮（※）を行わなければなりません。
（※事務機器（イントラネットや社内メールも含む）や事務スペースの提供等）

中小企業、自動車運転者はP2を参照

Vol.224    いしかわトラックのひろば3月号



6 ご案内

お問合せ　（一社）石川県トラック協会適正化事業課　TEL 076－239－2285

平成31年度第1回初任運転者指導講習会

1．日　　時	 平成31年4月19日（金）～ 21日（日）
2．場　　所	 石川県トラック会館（金沢市粟崎町4-84-10）
3．対 象 者	 会員事業所の初任運転者に限る

【初任運転者】とは、
新たに雇い入れた運転者で、過去3年間に他の事業用自動車の運転者として
選任されたことがない者。

4．申込方法	 同封の「受講申込書」にて、FAX（076-239-2287）にてお申し込みください。 
5．研修内容

4月19日（金）9：00～16：30
・事業用貨物自動車を運転する場合の心構え
・交通事故に関わる運転者の生理的及び心理的要因及びこれらへの対処方法
・事業用貨物自動車の運行の安全を確保するために遵守すべき基本的事項（関係法令）
・危険の予測及び回避並びに緊急時における対応方法
・運転者の運転適性に応じた安全運転
4月20日（土）9：00～17：00
・過積載の危険性
・適切な運行の経路及び当該経路における道路及び交通の状況
・安全性の向上を図るための装置を備える事業用自動車の適切な運転方法
・危険物を運搬する場合に留意すべき事項
・日常点検、実車（タイヤチェーンの装着方法等）
・健康管理の重要性
4月21日（日）9：00～13：00
・貨物の正しい積載方法、実車
・トラックの構造上の特性、実車

※�その他に「実際にトラックを運転させ、安全な運転方法を指導」を20時間以上、自社で行う必
要があります。

ご案内

ドライバー用研修テキストは、
当協会ホームページからダウンロードできます。
http://www.ishitokyo.or.jp/driver.php

貸し出しもしております

ISHIKAWA TRUCKING ASSOCIATION



7ご案内

1．内　　容　　�特殊車両通行許可制度に関する基本的内容及びオンライン申請方法に関する説明（初
心者向け）

2．日時・内容

日　時 内　容

  3月13⽇（水）　13：30〜15：30 最近の改正状況

  5月10⽇（金）　13：30〜15：30 制度概要（改正内容含む）

  8月19⽇（月）　13：30〜15：00 オンライン申請

12月 9⽇（月）　13：30〜15：30 最近の改正状況

3．場　　所　　石川県トラック会館（金沢市粟崎町4－84－10）

4．申込方法　　受講を希望される方は、当協会までご連絡ください。

ご案内 TV会議システムを利用した特殊車両通行許可制度講習会

ご案内 平成31年度引越事業者優良認定制度申請等に係る説明会

お問合せ　（一社）石川県トラック協会　TEL 076－239－2511

1．内　　容　　引越事業者優良認定制度に係る新規及び更新申請方法に関する説明

【引越事業者優良認定制度】とは、
消費者に安全・安心な引越サービスを提供する事業者の情報を提供するこ
とにより、市場においてサービス品質により選択される環境を創出し、品
質の向上を図るため、引越事業者又は引越事業者で構成する共通の引越サー
ビス名称を使用しているグループを客観的に評価する制度。
（公社）全日本トラック協会が、平成26年度より実施。

2．日時・場所

日　時 場　所

5月13⽇（月）10：30〜12：00 石川県トラック会館（金沢市粟崎町4－84－10）
※TV会議システムを活用した説明会

3．申込方法　　受講を希望される方は、当協会までご連絡ください。

Vol.224    いしかわトラックのひろば3月号
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ご案内 平成31年度技能講習日程

講習内容 実 施 日

■積卸し作業指揮者講習（1ケ月前より受付開始） 平成31年 6月22日（土）

■フォークリフト運転業務従事者安全教育講習 平成31年 7月27日（土）
平成32年 1月25日（土）

■はい作業主任者技能講習（1ケ月前より受付開始） 平成31年 5月23日（木）～24日（金）
平成31年11月22日（金）～23日（土）

■交通労働災害防止担当管理者教育 平成31年 6月18日（火）
平成32年 2月21日（金）

■リスクアセスメント講習 平成32年 2月22日（土）

■フォークリフト運転技能講習

月　別

学　　科 実　技　A 実　技　B

受　付
開始日

金 土 1日目 2日目 3日目 1日目 2日目 3日目

13：00

～

18：00

8：30

～

18：00

8：30

～

17：30

8：30

～

17：30

8：30

～

18：20

8：30

～

17：30

8：30
～

17：30

8：30

～
18：20

31年4月 6日 7日 13日 14日 10日 11日 12日   3月 6日（水）

5月 11日 12日 18日 19日 15日 16日 17日   4月11日（木）

6月 8日 9日 15日 16日 12日 13日 14日   5月 8日（水）

7月 6日 7日 13日 14日 10日 11日 12日   6月 6日（木）

9月 7日 8日 14日 15日 11日 12日 13日   8月 7日（水）

10月 11日
（免許なし） 12日 13日 19日 20日   9月11日（水）

11月 9日 10日 16日 17日 13日 14日 15日 10月 9日（水）

12月 7日 8日 14日 15日 11月 7日（木）

32年1月 11日 12日 18日 19日 12月11日（水）

年2月 8日 9日 15日 16日 12日 13日 14日   1月 8日（水）
＊ 最少開催人数に達しない場合、または、1月、2月の天候不順の場合は中止することがありますのでご了承下さい。

お問合せ　陸災防石川県支部　TEL 076－239－2393

フォークリフト運転競技大会　石川県大会
　　　平成31年8月17日（土）　　　『事前練習日7月20日（土）』

ISHIKAWA TRUCKING ASSOCIATION



92月のおもなNEWS

News Calendar

2月の
おもなNEWS
FEBRUARY 2019

加南支部（小前田彰支部長）は、全体会議を開催し、「消費税軽減
税率制度等の対策について」（講師/小松税務署 近重憲彦氏）を
テーマに、来年10月予定の消費増税への対応等について学びまし
た。（サンルート小松）

13 日 第８回全体会議

石川県トラック協会は、連合石川（西田満明会長）から春闘生活闘争
に関する要請を受けました。また、北村誠石ト協専務理事は、労働力
不足をはじめとする業界の経営環境について理解を求めました。（石
川県トラック会館）

石川支部（久安常信支部長）は、運営委員会及び全体会議を開催し、
「生活習慣病予防対策は食生活から」（講師/北陸体力科学研究所 
中﨑衣美氏）をテーマに運転手の健康対策について学びました。（粟
津温泉のとや）

石ト協

石川支部

21日 連合石川から春闘に関する要請

15日 第8回全体会議

広報委員会（山田秀一委員長）は、本年度の広報活動に係る事業報
告を行ったほか、雇用対策をはじめとする次年度の事業計画につい
て協議をしました。（石川県トラック会館）

広報委員会

25 日 第101回広報委員会

労働委員会（山田秀一委員長）は、本年度の事業報告を行ったほか、
労災事故防止対策や労働力確保対策などについて協議をしました。
（石川県トラック会館）

労働委員会

25 日 第19回労働委員会

青年部会（坂池克彦部会長）は、青年経営者を対象とした研修会を
開催し、「トラック運送業界における労務管理について」（講師/社会
保険労務士 三井敏彦氏）をテーマに、働き方改革への対応をはじめ
とする労務管理のポイントについて学びました。（香林坊アトリオ）

青年部会

8 日 青年経営者研修会

金沢第二支部（操川一郎支部長）は、全体会議を開催し、本年度の
事業報告を行ったほか、「企業における交通安全対策」（講師/損保
ジャパン日本興亜㈱ 松村浩樹氏）をテーマに講習会を実施し、事故
防止のポイントについて学びました。（金沢ゆめのゆ）

金沢第二支部

13 日 第８回全体会議

Vol.224    いしかわトラックのひろば3月号



10 適正化NEWS

指導用資料（全ト協「事業用トラックドライバー研修テキスト」） は、
当協会のホームページからダウンロードできます。
http://www.ishitokyo.or.jp/anzen.php
ホーム＞安全対策

事故歴の
有無を確認

お忘れなく！
「初任運転者
指導講習会」

4/19～21日開催
（詳細はP6）

ISHIKAWA TRUCKING ASSOCIATION

トラックのひろば3月号2019.indd   10 2019/02/28   10:09



業界NEWS 11

今回の
状況

• �実働率は7.5（前回▲2.9）と10.4ポイント改善、実車率は5.4（前回2.5）と2.9ポイント改善し、
前回と比較して輸送効率は改善した。
• �採用状況は▲4.9（前回▲7.7）と2.8ポイント上昇したが、雇用状況（労働力の過不足）は96.4（前回
92.9）と3.5ポイント上昇し、不足感が強くなった。

今後の
見通し

• ��実働率は▲1.4（今回7.5）と8.9ポイント悪化、実車率は▲1.2（今回5.4）と6.6ポイント悪化する
など輸送効率は悪化する見込みである。
• ��採用状況は▲9.7（今回▲4.9）と4.8ポイント悪化することから、雇用状況（労働力の不足感）は
108.0（今回96.4）と11.6ポイント上昇し、労働力の不足感は強まる見込みである。
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・�前回より10.4ポイント改善した。
・今後は水準をやや下げる見込み。
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・前回より2.9ポイント改善した。
・今後は水準をやや下げる見込み。

採用状況
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雇用状況
（労働力の不足感）
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・�前回より3.5ポイント上昇した
（不足感が強くなった）。
・今後は水準を上げる見込み。

※�（注4）雇用状況については、上段は前回（H30.7月～9月期）の状況、中段は今回（H30.10月～12月期）の状況、下段は今後（H31.1月～3月期）の
見通しを示しているが、前回及び今回は前年同期比ではなく「その期の状況」を、見通しは「前年同期比の見通し」を集計している。

トラック運送業界の景況（速報）～平成30年10月－12月期～

共通の概況❶ ：今回（平成30年10月～12月期）の状況と今後の見通し

全日本トラック協会
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今回の
状況

• �所定外労働時間は▲11.0（前回▲9.2）と1.8ポイント減少し、貨物の再委託（下請運送会社への委託割
合）は0.8（前回4.6）と3.8ポイント減少した。
• �営業利益の改善（宅配を除く）が寄与し、経常損益は▲11.0（前回▲23.8）と12.8ポイント改善した。

今後の
見通し

• �所定外労働時間は▲17.3（今回▲11.0）と6.3ポイント減少する見込みであり、貨物の再委託は0.3（今
回0.8）と0.5ポイント減少する見込みである。
• �経常損益は、労働力の不足、車両不足の影響を受け、▲14.1（今回▲11.0）と3.1ポイント悪化し、経
常損益の水準は落込む見込みである。

所定外労働時間
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・前回より1.8ポイント減少した。
・今後は水準をやや下げる見込み。

貨物の再委託
（下請運送会社への委託割合）
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(-9.2)

(-11.0)

(-17.3)

・前回より3.8ポイント減少した。
・�今後も今回とほぼ同様の水準の
見込み。

経常損益
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・�前回より12.8ポイント改善した。
・�今後は水準を僅かに下げる見込
み。

【調査の概要】
　平成5年3月より開始、以降3カ月ごとに実施。第104回調査は、平成31年1月1日に、モニターに
対して調査開始、平成31年1月31日回収分までを集計。

共通の概況❷ ：今回（平成30年10月～12月期）の状況と今後の見通し

特積 一般 回答事業者全体
78 575 589

※一部回答事業者の重複あり

詳細版については、当協会ホームページからダウンロードできます。
http://www.ishitokyo.or.jp/

HOME〉最新情報

ISHIKAWA TRUCKING ASSOCIATION
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【
共
通
事
項
】
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皇
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赤
坂
御
用
地
周
辺
に
お
け
る
業
務
用
車
両
利
用
の

自
粛

・
サ
イ
バ
ー
セ
キ
ュ
リ
テ
ィ
対
策
の
強
化

・�

車
両
、
身
分
証
明
書
、
制
服
等
の
管
理
及
び
盗
難
・
紛
失
時

の
警
察
へ
の
連
絡

・�

公
共
交
通
機
関
及
び
関
連
施
設
等
の
ソ
フ
ト
タ
ー
ゲ
ッ
ト
に

対
す
る
警
戒
強
化

【
ト
ラ
ッ
ク
関
係
】

・
営
業
所
・
車
庫
内
外
の
巡
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・
終
業
後
の
ド
ア
ロ
ッ
ク

・�

配
送
先
か
ら
送
り
人
に
覚
え
が
な
い
な
ど
不
審
な
荷
物
で
あ

る
旨
の
連
絡
が
あ
っ
た
場
合
の
荷
物
に
触
れ
な
い
旨
の
注
意

喚
起
、
荷
物
の
状
態
に
応
じ
た
速
や
か
な
引
き
取
り
、
警
察

へ
の
連
絡

・
放
射
性
物
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等
危
険
物
輸
送
に
お
け
る
安
全
管
理

・
テ
ロ
発
生
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の
通
報
・
連
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・
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の
整
備
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貨
物
自
動
車
運
送
事
業
法
の
遵
守

・
下
見
の
実
施

・
見
積
書
の
発
行

・
標
準
引
越
運
送
約
款
の
提
示

・�

約
款
、
運
賃
及
び
料
金
の
各
事
業
所

（
営
業
所
）
で
の
掲
示

※�

標
準
約
款
等
に
つ
い
て
は
、協
会
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

http://w
w
w
.ishitokyo.or.jp/
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引
越
安
心
マ
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ク
制
度

例
年
3
月
か
ら
4
月
の
引
越
繁
忙
期
に
お

い
て
、
異
常
に
高
額
な
引
越
費
用
を
お
客
様

に
提
示
し
、
ト
ラ
ブ
ル
へ
と
発
展
し
て
い
る
実

態
が
報
告
さ
れ
て
い
ま
す
。

つ
き
ま
し
て
は
、
引
越
繁
忙
期
に
お
い
て

も
、
お
客
様
の
信
頼
を
損
ね
る
こ
と
の
な
い
よ

う
、
左
記
事
項
を
遵
守
し
、
届
出
運
賃
料
金

の
範
囲
内
で
適
正
な
料
金
を
示
す
よ
う
お
願
い

い
た
し
ま
す
。

国
土
交
通
省
よ
り
、
天
皇
陛
下
の
御
退
位
及
び
皇
太
子
殿
下
の
御

即
位
に
伴
う
式
典
等
に
係
る
テ
ロ
対
策
の
徹
底
に
つ
い
て
の
通
達
が
発

出
さ
れ
ま
し
た
。

つ
き
ま
し
て
は
、
本
趣
旨
ご
理
解
の
上
、
ト
ラ
ッ
ク
運
送
事
業
に
お
け

る
輸
送
の
安
全
確
保
、
テ
ロ
対
策
の
徹
底
を
図
る
よ
う
お
願
い
し
ま
す
。

全
日
本
ト
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越
繁
忙
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お
客
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適
正
料
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協
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ー
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ペ
ー
ジ
か
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確
認
く
だ
さ
い
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最
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本
年
4
月
よ
り
、
特
殊
車
両
通
行
許
可
証
の
備
え
付
け

義
務
に
つ
い
て
、
書
面
に
よ
る
備
え
付
け
に
代
え
て
、
電
磁

的
記
録
の
備
え
付
け
を
行
う
こ
と
が
認
め
ら
れ
る
こ
と
に
な

り
ま
し
た
。

こ
れ
に
よ
り
、
電
子
媒
体
を
電
子
機
器
（
タ
ブ
レ
ッ
ト
、

ノ
ー
ト
パ
ソ
コ
ン
等
）
に
入
れ
て
携
行
す
る
こ
と
が
可
能
と

な
り
ま
す
が
、
取
締
り
時
に
許
可
証
の
提
示
（
表
示
）
を

求
め
ら
れ
た
際
に
は
、
ド
ラ
イ
バ
ー
自
ら
、
そ
の
責
任
に
お

い
て
電
子
機
器
を
操
作
し
、
電
子
機
器
の
画
面
に
走
行
中

の
通
行
経
路
の
許
可
証
を
表
示
す
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

全
日
本
ト
ラ
ッ
ク
協
会

2
0
1
9
年
4
月
よ
り

特
殊
車
両
通
行
許
可
証
の
備
え

付
け
が
電
子
機
器
で
も
可
能

全
日
本
ト
ラ
ッ
ク
協
会

天
皇
陛
下
の
御
退
位
及
び

皇
太
子
殿
下
の
御
即
位
に
伴
う

式
典
に
係
る
テ
ロ
対
策
の
徹
底
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EVENT CALENDAR　3月の行事予定

会員名簿の変更
項 行 事業者名 変更項目 変更内容

21 2 石川米穀運送㈱ 代表者名 松下良成
30 17 大一急行㈱ 代表者名 西川こと実
35 2 浅田建設運輸㈲ 代表者名 浅田康洋

1日（金） 全ト協助成金担当者会議（東京都）
3日（日） 平成30年度第2回運行管理者試験（石川県トラック会館）

4日（月）
金沢第一支部第8回全体会議・第2回労務管理講習会（金沢市異業種研修会館）
金沢港振興協会理事会（金沢ニューグランドホテル）

5日（火） トラック運送業界の働き方改革実現に向けたアクションプラン等周知セミナー（石川県トラック会館）

6日（水）
石川労働局・適正化実施機関連絡会議（石川県トラック会館）
全ト協経営改善・情報化委員会（東京都）

7日（木） 全ト協理事会適正化本部長会議等（東京都）

8日（金）
第8回トラック輸送における取引環境・労働時間改善石川県地方協議会（石川県トラック会館）
トラック運送事業者における取引環境と労働時間の改善に向けたセミナー（石川県トラック会館）

12日（火） 金沢第三支部第17回運営委員会（石川県トラック会館）

13日（水）
第52回正副会長会・第52回総務委員会合同会議（石川県トラック会館）
第327回理事会・第303回交付金運営委員会合同会議（　〃　）
特殊車両通行許可制度講習会（　〃　）

14日（木） 石川支部第24回運営委員会（グランドホテル白山）

15日（金）
全ト協輸送事業部関連会議（東京都）
加南支部第20回運営委員会（サンルート小松）

18日（月）
金沢第一支部第18回運営委員会（ホテル日航金沢）
金沢第二支部第18回運営委員会（金沢市）

19日（火）
第30回石川県貨物自動車運送適正化事業実施機関評議委員会（ホテル日航金沢）
全ト協セメント部会・生コンクリート輸送部会合同研修会（東京都）
重量部会正副部会長会議（金沢市）

20日（水）
石川運輸支局・適正化実施機関月例会議（石川県トラック会館）
タンクトラック部会正副部会長会議（金沢市）

23日（土） 福井県青年部会との交流会（福井市）

25日（月）
石川県貨物運送協同組合連合会理事会（石川県トラック会館）
アジア経済・モーダルシフト合同研究会（金沢ニューグランドホテル）

26日（火） 石川県交通実験協議会（地場産業振興センター）
27日（水） 能登支部第15回運営委員会（能登食祭市場）
28日（木） 建設輸送部会第7回ワーキング・グループ合同会議（ANAクラウンプラザホテル金沢）

新規会員のご紹介
㈱アースメイク
石貫文俊
〒920-0101　金沢市利屋町る20番地
電話：076-257-0159　FAX：076-257-7449
車両台数／16台　支部／金沢第三

ISHIKAWA TRUCKING ASSOCIATION
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交通事故情報

15

事業用貨物車の交通事故発生状況（過去1年）石川県内

発生件数 死者数（人）

197（-9） 2（-2）

平成31年交通事故発生状況　1月（増減）石川県内全車種（乗用車含む）
（参考）

人対車両
車両相互 車両

単独 列車 計
正面衝突 追突 出会い頭 追越・追抜 すれ違い時 右・左折時 その他

平成
31年

件数 0（-1） 0（-1） 2（-4） 1（+1） 0（±0） 0（±0） 0（±0） 4（+3）1（+1） 0（-1） 8（-2）

死者 0（±0） 0（-1） 0（±0） 0（±0） 0（±0） 0（±0） 0（±0） 0（±0）0（±0）0（±0） 0（-1）

※（　）内は昨年比 （提供／石川県警）

平成31年事故類型別発生状況（1月）内訳

Vol.224    いしかわトラックのひろば3月号
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軽油価格情報

16

（消費税抜き）

●調査方法…県内 30事業者へのアンケート調査 （地域：石川県内）

経済産業省調べ“給油所軽油小売価格”軽油小売価格推移表

石ト協　軽油価格等実態調査結果報告
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2月3月
（H29）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 12月 1月
（H30）

10月 11月

全国平均

石川平均

90
95

105
100

110
115

155

140
145
150

135
130
125
120

2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月
（H31）

2月3月
（H29）

4月 5月 6月 7月 8月 9月 12月 1月
（H30）

10月 11月

全国平均

石川平均

（平均価格） H30
1月 2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 H31

1月

スタンド 110.9 107.0 113.2 110.4 119.2 119.5 118.7 121.7 122.6 132.6 122.6 118.6 117.6

ローリー 96.4 95.6 94.3 96.6 102.1 102.7 102.9 102.7 104.4 108.0 101.8 94.4 92.8

カード 105.5 107.5 105.6 107.0 113.6 114.8 116.4 114.0 116.2 120.1 115.5 106.7 105.6

値上げ
要請額

2.1
（15社）

1.1
（2社）

1.3
（5社）

2.0
（10社）

2.7
（11社）

2.0
（1社）

1.1
（8社）

1.2
（7社）

2.2
（12社）

2.9
（17社）

2.5
（6社）

0
（0社）

2.6
（10社）

※値上げ要請額は、要請があった事業者の平均額。（　）内は、要請のあった事業者数。

（平均価格） H30
2月 3月 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 H31

1月 2月

全国 122.9 122.2 121.7 125.5 130.3 130.6 130.8 131.7 136.5 135.6 129.0 124.1 124.4

石川 122.1 120.9 120.7 122.4 128.0 128.0 128.1 128.6 134.3 132.5 125.9 122.0 122.8

ISHIKAWA TRUCKING ASSOCIATION
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提供：中部交通共済協同組合

事故の概要

事 例 究研事故に
学び

安全運転に
生かす

■発 生 日 時	 5月17日（月）  午前10時50分頃   天候  晴れ
■発 生 状 況	 運転者が高速道路で渋滞中の車列に突っ込み多重衝突を引き起こし、車両4台

が炎上、最後尾の相手車の2名を焼死させたもの。
■事故当事者	 男性23歳　　　　相手側死者　男性34歳　女性25歳
■事 故 原 因	 運転者は、出発が予定より遅れたため少し焦りの気持ちがありました。途中の

高速道路は交通集中により時速60キロに速度規制中でしたが、急ぎの気持ち
からか時速80キロ近くで走行していました。そして右カーブを過ぎたとき、
渋滞によりできた車列が目の前に迫ってきました。あわててブレーキを踏みま
したが間に合わず、6台が絡む多重衝突、4台が炎上する車両火災事故を引き
起こしてしまいました。炎上した最後尾の車の運転者と同乗の女性が亡くな
り、4名の重軽傷者がでました。

渋滞の最後尾に追突、炎上
75

提供：中部交通共済協同組合   安全推進部
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18 事例研究

被害／損害

　運転者は、時速60キロの速度規制が出ていたにも拘わらず、時速80キロ近くで右カーブ
に進入してしまいました。遅れを取り戻そうという焦りの気持ちからアクセルをゆるめること
ができなかったのかもしれません。
　この事故のように、高速道路ではカーブなどで交通集中による渋滞が発生することがありま
す。特に、速度規制が出ているということは、プロのドライバーなら「交通集中」「渋滞」と
いうことを予測できるのではないでしょうか。
　焦りからくる急ぎの心理に陥ってしまうと、つい速度を上げてしまいがちです。たとえ急い
でいても優先するのは安全です。自分にとって都合のいい状況のみを思い描くのではなく、先
の交通状況にも目を向けながら、速度や車間距離を考えるべきです。
　焦りの気持ちは危険を感じる力を削いでしまいます。急ぐ時こそ安全速度を意識し、一歩先
の危険を予測するだけの心の余裕を持ちましょう。

この事故から学ぶ事

被害者について
　炎上した最後尾の車に同乗していて死亡した女性は、大学を卒業して就職したばかりで、親元
から放れて単身生活をしていました。
　その日は、この事故で亡くなった上司と営業回りの途中でした。突然の衝突により一瞬のうち
に前車と加害トラックに挟まれ、激しい炎につつまれてしまいました。その瞬間にどれほどの苦
痛や恐怖が襲ってきたのか想像することもできません。救助する時間の余裕もなかったとのこと
です。
　被害者は、母を誘って話題のレストランで食事をしたり、友人と連れ立って旅行に行ったりす
るのが、楽しみだったそうです。折々に結婚へのあこがれや夢を語っていましたが、この事故が
すべてを閉ざしてしまいました。彼女の両親は小さいころの思い出を思い返しては、涙に暮れる
日々を過ごし、悲しみの中にいるそうです。

■被害概要
・被害者	 死者2名、重軽傷者4名
・被害状況	 多重衝突により車5台のうち3台が炎上（自車も炎上）。

■損害額内容（最後尾同乗女性）
・逸失利益	 5,800万円
・慰謝料	 2,800万円
・葬儀費	 150万円
・弁護士費用	 250万円
　　計	 9,000万円
■運転者について―
禁固4年6月
運転免許取消（欠格4年）の行政処分を受けました。

　　　　多重衝突により死者2名、重軽傷者4名
総損害額 2億8,000 万円

提供：中部交通共済協同組合   安全推進部

合　　　計	 2億8,000万円
対人賠償額	 2億5,500万円
対物賠償額	 2,500万円

ISHIKAWA TRUCKING ASSOCIATION
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「改革への挑戦～物流人としての誇りを胸に～」をテーマに東京都で開催された全日本トラック協会青年部
会全国大会。当協会青年部会から15名が参加し、全国の青年経営者らと交流を図りました。

（2月22日／京王プラザホテル）

しいたけの王様
「のとてまり」

「のとてまり」は原木しいたけ「のと 115」
の特秀品で、かさの直径 8cm 以上、厚み
3cm 以上、巻き込み 1cm 以上という厳しい
認定基準があり、三つの基準すべてを満たし
たものだけがこの「のとてまり」に認定され
ています。

雪深い能登の山間で育った冬にしかない厳選
された生しいたけのため、出荷時期は 3 月末
頃まで。肉厚で香りも良く、ステーキしいた
けとも評される「のとてまり」をぜひ一度味
わってみてはいかがでしょうか。
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